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仕
事
に
対
す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

木
全 

元
々
技
術
系
の
研
究
者
で
あ

り
な
が
ら
、今
で
は
ア
カ
デ
ミ
ア
、

産
学
連
携
、行
政
と
様
々
な
立
場
で

知
財
を
リ
ー
ド
し
て
お
ら
れ
ま
す

が
、ど
う
い
う
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で

お
仕
事
を
さ
れ
て
い
ま
す
か
。

渡
部 

今
の
ビ
ジ
ネ
ス
は
競
争
力
の

源
泉
が
こ
れ
ま
で
の
製
造
業
の
世

界
と
は
大
分
違
う
と
こ
ろ
に
あ
り

ま
す
。
研
究
を
行
っ
て
目
的
の
ス

ペ
ッ
ク
を
満
た
せ
ば
売
れ
る
世
界

で
は
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。
一
生
懸

命
技
術
開
発
し
て
も
知
財
や
戦
略

や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が
ダ
メ
だ
と

埋
没
し
て
し
ま
う
技
術
が
た
く
さ

ん
出
て
し
ま
い
ま
す
。
技
術
そ
の
も

の
に
問
題
が
あ
る
の
で
は
な
く
、ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
や
社
会
的
重
要
性

を
ど
う
考
え
る
か
と
か
、戦
略
、標

準
化
の
方
が
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
イ
ン

パ
ク
ト
が
大
き
い
。

　
一
方
米
国
の
弁
護
士
に
は
大
学
で

法
律
も
技
術
も
専
攻
し
た「
ダ
ブ
ル

メ
ジ
ャ
ー
」が
大
勢
い
て
、そ
う
い
う

人
達
は
ビ
ジ
ネ
ス
が
好
き
で
す
よ

ね
。
大
企
業
で
は
そ
う
い
う
弁
護
士

を
多
く
雇
っ
て
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

を
作
っ
て
い
る
か
ら
強
い
。
そ
れ
に

倣
っ
て
日
本
で
ダ
ブ
ル
メ
ジ
ャ
ー
を

始
め
よ
う
と
す
る
と
、一
か
ら
必
要

な
分
野
を
作
ら
な
い
と
い
け
な
い
。

そ
う
い
う
背
景
で
い
ろ
い
ろ
な
と

こ
ろ
と
一
緒
に
や
っ
て
い
ま
す
。

デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ（
切
り
離
し
）問
題

木
全 

な
る
ほ
ど
、今
の
い
ろ
い
ろ
な

お
立
場
が
あ
る
の
は
、そ
う
い
う
こ

と
だ
っ
た
の
で
す
ね
。

渡
部 
行
政
と
一
緒
に
や
っ
て
意
味

の
あ
る
こ
と
と
し
て
知
的
財
産
推

進
計
画
が
あ
り
ま
す
が
、今
急
ぎ
計

画
に
入
れ
る
べ
き
こ
と
に
米
中
間

の
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
問
題
が
あ
り

ま
す
。
間
違
い
な
く
知
財
に
影
響
し

て
く
る
の
で
注
意
喚
起
を
す
る
必

要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
米
国
の
技

術
を
使
っ
て
中
国
に
協
力
す
る
よ

う
な
行
為
に
規
制
を
か
け
始
め
て

お
り
、A
I
な
ど
広
範
な
新
興
技
術

が
規
制
対
象
に
入
っ
て
き
て
し
ま

い
ま
す
。

　
こ
の
問
題
は
い
ず
れ
、企
業
の
知

財
、法
務
部
門
に
下
り
て
く
る
の
で

担
当
者
が
分
か
っ
て
い
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
企
業
は
当
事
者
と
し
て

ど
う
捉
え
る
か
を
整
理
し
て
い
か

な
い
と
施
策
も
打
て
ま
せ
ん
。

デ
ー
タ
の
利
活
用
に
つ
い
て

木
全 

次
に
デ
ー
タ
の
利
活
用
に
つ

い
て
で
す
が
、デ
ー
タ
の
価
値
が
拡

大
し
、国
境
を
越
え
て
や
り
取
り
さ

れ
る
よ
う
に
な
り
、法
規
制
の
動
き

も
あ
り
、目
ま
ぐ
る
し
い
変
化
を
見

せ
て
い
ま
す
ね
。

渡
部 

そ
う
で
す
ね
。
そ
の
一
方
で

様
々
な
国
で
の
規
制
デ
ー
タ
が

ロ
ー
カ
ラ
イ
ズ
さ
れ
て
持
ち
出
し

に
く
く
な
っ
て
い
ま
す
。
デ
ー
タ

自
身
が
持
ち
出
せ
な
く
て
も
A
I

の
学
習
済
み
モ
デ
ル
を
持
ち
出
せ

る
か
ど
う
か
は
大
き
い
で
す
よ
ね
。

デ
ー
タ
に
関
す
る
国
際
的
な
議
論

は
さ
れ
て
い
ま
す
が
、政
府
だ
け
で

な
く
、産
業
界
や
学
界
か
ら
意
見
を

出
し
、連
携
し
て
日
本
に
有
利
な
方

向
性
を
模
索
す
る
必
要
が
あ
る
と

思
い
ま
す
。
も
う
一
つ
は
地
域
デ
ー

タ
の
問
題
が
あ
り
ま
す
。
デ
ー
タ
を

出
し
た
人
の
社
会
と
か
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
に
便
益
を
返
す
必
要
が
あ
り

ま
す
。
グ
ロ
ー
バ
ル
で
の
デ
ー
タ
共

有
の
話
と
デ
ー
タ
提
供
者
に
便
益

を
戻
す
話
は
両
立
す
る
よ
う
に
整

理
を
し
な
い
と
い
け
ま
せ
ん
。

　
J
I
P
A
、大
学
、行
政
な
ど
が

結
集
し
て
、「
A
I
・
デ
ー
タ
の
利
用

に
関
す
る
契
約
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

を
使
い
な
が
ら
デ
ー
タ
フ
リ
ー
フ

ロ
ー
を
実
現
す
る
、一
方
個
人
情
報

や
安
全
保
障
に
関
わ
る
デ
ー
タ
に

つ
い
て
は
、デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
を

想
定
し
た
方
向
性
を
整
理
し
て
い

か
な
い
と
国
際
社
会
で
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
は
取
れ
な
い
で
す
ね
。

人
材
育
成
と
Ｊ
Ｉ
Ｐ
Ａ
へ
の
期
待

木
全 
最
後
に
知
財
人
材
に
つ
い
て

の
お
考
え
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

渡
部 

米
国
の
知
財
弁
護
士
は
法

律
と
技
術
が
わ
か
る
ダ
ブ
ル
メ

ジ
ャ
ー
が
多
く
、企
業
は
そ
う
い
う

弁
護
士
を
多
数
抱
え
て
ビ
ジ
ネ
ス

を
行
っ
て
い
ま
す
。
日
本
に
お
い
て
、

ど
う
や
っ
て
そ
の
よ
う
な
人
材
を

育
成
す
る
か
は
重
要
で
す
。
法
科
大

学
院
開
設
時
に
は
一
定
数
が
入
学
し

た
理
系
の
大
学
院
生
は
直
近
で
は

ほ
ぼ
入
っ
て
こ
な
く
な
り
ま
し
た
。

ダ
ブ
ル
メ
ジ
ャ
ー
を
育
成
す
る
仕

組
み
が
日
本
で
は
不
十
分
な
の
だ

と
思
い
ま
す
。
こ
れ
は
根
本
的
に
何

と
か
し
な
い
と
、第
4
次
産
業
革
命

に
必
要
な
法
曹
人
材
は
出
て
こ
な

い
と
思
い
ま
す
。
人
材
育
成
は
サ
プ

ラ
イ
サ
イ
ド
が
設
計
し
た
の
で
は

う
ま
く
い
か
な
い
の
で
、デ
マ
ン
ド

サ
イ
ド
が
人
材
育
成
の
制
度
設
計

に
意
見
を
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　
今
J
I
P
A
の
T
1
研
修
の
講

師
を
し
て
い
ま
す
が
、ア
カ
デ
ミ

ア
、行
政
、産
業
界
の
連
携
し
た
人

材
育
成
の
仕
組
み
が
、こ
れ
か
ら
は

も
っ
と
必
要
に
な
る
と
思
い
ま
す
。

J
I
P
A
は
積
極
的
に
行
政
、ア
カ

デ
ミ
ア
と
の
議
論
に
踏
み
込
ん
で

い
き
、産
学
連
携
し
て
人
材
育
成
制

度
を
作
り
直
し
て
ほ
し
い
と
思
い

ま
す
し
、加
え
て
知
財
全
般
に
つ
い

て
建
設
的
な
議
論
、積
極
的
な
提
案

を
継
続
し
て
連
携
さ
せ
て
い
た
だ

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

渡部 俊也 氏 Toshiya Watanabe （写真左）
東京大学 政策ビジョン研究センター教授／日本知財学会 会長
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日本知的財産協会 副理事長 （三菱電機株式会社 知的財産センター長（当時））
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大
学（
ア
カ
デ
ミ
ア
）、知
財
学
会（
産
学
連
携
）、政
府
関
連
の
座
長

（
行
政
）と
様
々
な
立
場
で
日
本
の
知
財
を
リ
ー
ド
さ
れ
て
い
る

渡
部
俊
也
氏
に
、木
全
副
理
事
長
が
2
月
に
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
行
っ
た
。

知財、法務、技術、ビジネスが
わかる人材でないと世界で戦えない
産業界、アカデミア、行政の連携が必要
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再び社会的課題と向き合う
　創業110年の節目を迎え、当社は再び
社会的課題の解決に向き合う決意を新た
にしています。当社は経営計画において、
事業を通じて解決すべき「人類社会の課
題」として、「健康なこころとからだ」、「食
資源」、「地球持続性」の三点を掲げ、これ
らの課題解決に意識的に取り組み、創出
された経済価値で更なる社会的課題の解
決に貢献するというサイクルにより、企
業価値の向上につなげていくことを価値
創造モデルと位置づけています。
　この戦略的な取り組みをASV（＝
Ajinomoto Group Shared Value）と
称して推進しており、味の素グループ各
社とそこに働く一人ひとりが遵守すべき
考え方と行動のあり方を「味の素グルー
プポリシー」として定め、その一つに「栄
養に関するグループポリシー」を定めま
した。ポリシーの具現化として、高齢者
の筋肉づくりを通して、健康寿命の延伸
やQOL向上をサポートするサプリメン
ト「アミノエール®」の開発と販促、未整備
だったベトナムの学校給食制度に着目し、

行政と連携して栄養バランスの良い献立
や調理方法を教育機関に提供する「学校
給食プロジェクト」（左下写真）などの成
果につながっています。

ブランド価値を高める活動
　個々のASVの取組みと成果を企業価
値の向上につなげるには、ブランディン
グの果たす役割が重要です。ASVの取組
みについて、社会がそれを当社の活動と
認知し、賛同し、好印象を持って支援して
くれることによって、持続的な企業活動
につながります。この循環はブランディ
ングの理想形といえますが、その実現の
ためには様々なステークホルダーと接点
を増やし、コミュニケーションの取り方
を工夫しなければなりません。
　当社は、2017年秋にコーポレートロ
ゴを一新し、当社グループが世界で共通
して使用する「味の素グループグローバ
ルブランドロゴ」を定めました。AとJが
結びついたシンプルなデザインは、国籍
や言語を問わず世界中で親しまれ、記憶
に残りやすいものになったと自負してい
ます。この新しいロゴのもと、当社のブ
ランド価値を高めるための様々な施策に
取り組んでいます。
　例えば、欧米圏を中心に未だ根強い
M S G の 安 全 性 に 関 す る 誤 解 を 解 き 、
MSGがもたらす“UMAMI”の価値につい
て理解を促すイベント「World Umami 
Forum」（2018年9月、ニューヨークで開

催）は、食に関する各国のオピニオンリー
ダーやメディア関係者を招聘し、米国の
マスメディアやSNSを中心に反響を呼
びました。
　また、うま味調味料「味の素®」のキャラ
クター「アジパンダ®」（下図）を、コーポ
レートキャラクターに「昇格」させ、イベ
ントでの着ぐるみ登壇、LINEスタンプ化
など、当社を代表するアイコンとして活
躍してもらっています。

　東京スタジアム社との「味の素スタジ
アム」に関するネーミングライツ契約は、
大型公共施設との取り組みとしては国内
最長期間となる21年間の契約更新を行
い、地域住民やスポーツ・音楽ファンとの
接点や愛着を着実に高めています。
　知財部門は、こうした企業活動を下支え
する役割を担います。知財の質を評価す
る指標には様々なものがありますが、知
財部門が権利化、オープン化した技術や
商標を、企業がその活動においてどのよ
うに活用して企業価値を高めているかに
着目することは、その企業の知財の質を
量るひとつの方法だと考えます。JIPAに
おかれましても、知財的な視点を保ちつ
つ、会員の企業活動全体の発展に資する
活動に力を入れて頂くことを期待します。

　当社は、日本の十大発明家の一人である池田菊苗博士が特許化したうま味成分・グルタミン酸ナトリウム
（MSG）の製造方法について、創業者の鈴木三郎助（二代目）が実施権を得てうま味調味料を製造し、「味の
素®」の商標を付して1909年に事業化したことからその歴史が始まりました。今日の産学連携の先駆と
もいえるものです。この試みが成功を見た一因として、両人が当時の日本人の「栄養状態を改善したい」と
いう志を共有していたことが挙げられます。単なる学究心や商売の追求ではなく、「社会的課題の解決」と
いう命題を抱いていたからこそ、立場の違いを乗り越えて協働できたのではないでしょうか。

わが社のこだわり

社会的課題へ向き合い、
ブランディングにつなげる
木村 毅 Takeshi Kimura
味の素株式会社  取締役  常務執行役員

［ 味の素株式会社 ］
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　毎年、「知財管理」誌4月号は特集号として、会誌広報委員
会がメインテーマを決めて、そのテーマに沿って「知財管理」
誌一冊のほぼ全ての論説を企画しています。本年はメインテー
マを「つながりと知財」とし、エコシステム型の産業構造、自社
と外部機関との共創、ルール作り、データ関連技術の進化など
を論説として取り上げています。また、今回の新しい試みとして、
ビジネス視点をより多く取
り入れるために、半数近く
の論説を従来の知財専門
家以外の方に執筆いただ
いております。是非、特集
号をご覧くださり、知財戦
略に活かしてください。

　JIPAの地区協議会として東海地区協
議会が設置され、東海地区に活動の拠点
がある正会員106社、及び賛助会員32
社が参加しています。知財を巡る最新
の動きの紹介、正会員または賛助会員の
所属員または外部から招聘する講師に
よる講演等を通じて情報の共有化を行
うことを目的として設置されました。
　当協議会では、年に3回の会合（内1回
は宿泊会合）を開催しています。会合は、
協議会、特別講演（宿泊の場合は工場見
学）及び懇親会で構成されています。協
議会では最新知財トピック等を主に専
務理事から紹介して頂いており、特別
講演では特徴のある企業の社長を講師
として必ずしも知財に拘らない内容で
の講演を行って頂くことも多くありま

す。また、当協議会でもっとも特徴的な
ところは賛助会員の方々にも協議会や
特別講演にも参加して頂いていること
だと思います。賛助会員の方々にも、産
業界で大きく変化しようとしている企
業知財部門のあり方の一端を垣間見て
頂くことができているのではないかと
考えています。
　毎回、主幹事・会計幹事の2社の方々
で趣向を凝らした運営をして頂いてお
り、近年の参加者増に繋がっています。
　幹事の皆さんが特に腐心されている
特別講演として、2018年度は下記を行
いました。
　第1回7／6（金）：株式会社日本レー
ザー代表取締役会長近藤宣之氏より日
本で唯一の企業と言われる理由等ご説

明頂きました。社員が会社に大切にさ
れていることが実感できている仕組/
仕掛がお話からよく伺えました。
　第2回10／12（金）：長野県伊那市に
ある伊那食品工業株式会社のかんてん
ぱぱガーデンを会場として、施設及び
製造ラインの見学後に、この地域に密
着した伊那食品における性善説に立っ
た人材育成制度等ご説明頂きました。
参加した会員からも、時間の経つのも
忘れて拝聴したとの意見を多数頂いて
います。
　第3回2／8（金）：「特許庁における
産学官連携推進への取組み」及び「名古
屋大学における産学官連携の現状と今
後」について特許庁柴田昌弘氏と名古
屋大学教授鬼頭雅弘氏にご講演を頂き
ました。なかなか伺うことのできない
内容を分かり易く説明頂けました。
　当協議会は自動車産業に携わる企業
が多いのですが、業種を超えた見聞を
広め、個別にも情報交換のできる関係
を築く場にしていけるように活動を続
けていきます。第2回施設見学 第3回特別講演

ZOOM UP
東海地区協議会
青木　昇 日本知的財産協会 常務理事 東海地区協議会担当
Noboru Aoki 日本特殊陶業株式会社 技術開発本部知的財産部 担当部長

表紙の写真は…
「SLもおか号 C12形６６号機」

花王株式会社  知的財産部  吉田　聡

　この「SLもおか号」は栃木県真岡市を主な営業区間とする
真岡鐵道により営業運転されており、25年前から、年間を通
じて週末を中心に運行されています。C12形は昭和初期に約
300両製造されましたが、現在、日本で石炭をたいて営業運転
をしているのはこの66号機ただ1両です。SLの形状を模した
真岡駅、すぐ隣のSL展示施設「SLキューロク館」と併せて地域
ブランド「SLの走るまち　もおか」の象徴になっています。貴重
なSLの元気いっぱいな姿を今でも見られるのも、地元の人々の
応援とSLを愛する思いのおかげです。

本誌では、表紙写真を募集しています。テーマは季節感があり、できれば技術、
特許、知財、デザインに関連があるもの。写真と説明文を会誌広報グループ
kikansi@jipa.or.jp宛てにお送りください。また、ぜひ取り上げて欲しいという
テーマがあれば、お気軽にご連絡ください。

会誌広報委員会


